2022年度第１回部門委員会議案書（抜粋）　こちらのひな型を使用してください
Ⅴ　分野別のたたかい
１．地象火山業務
（１）地震業務
（２）火山業務
（３）地磁気観測所


２．予報業務
（１）頻発する気象災害と新たな業務の増加
（２）海上予警報の高度化体制の整備
（３）府県予報業務の集約について

（４）週間予報業務及び季節予報の集約について（気候情報課　2022年度末から７名減）
①　週間予報業務の集約
地方予報中枢（東京管区を除く管区気象台と沖縄地方気象台及び旧地方気象台）で行っていた週間予報の発表業務は、2021年度末までに本庁に集約されましたが、本庁においては、2022年度末まで地方週間天気予報を継続して発表する必要があったことから、6シート（7人で11中枢と全般を分担）による週間予報作業を実施してきました。
2023年度は、地方週間予報の廃止に伴い、3シート（4名で11中枢と全般を担当）と、地方中枢担当が前年度から半減したばかりでなく、開発を担当する予報課からの併任者も削減されたことから、合計5名もの大幅削減となりました。業務的には、地方週間予報が廃止されたのみですが、業務量の削減に見合った人員の削減数とはとても言えません。
週間予報の業務は、近年の頻発する大雨や暴風、高波、高潮などの気象災害に対して、日々の天気予報に加え、早期注意情報や高温に関する気象情報などのプロダクトの検討・発表を通じて、早い段階で危機感を正しく且緻密に伝えることが益々求められています。このような背景から、より良いプロダクトを国民に提供するための分担業務や開発業務に専念できる時間（調査日勤）も重要・不可欠ですが、逆に、人員削減により4週で3日程度と激減しました。安直な人員整理により、プロダクトが維持、向上できるか非常な危機感を覚えているところです。危機回避には、迅速かつ適切な人員増が必要です。
②　季節予報の集約
2021年度末に季節予報の発表業務を本庁に集約したことに伴い、地方予報中枢（東京管区を除く管区気象台と沖縄地方気象台及び旧地方気象台）の予報官が１人ずつ計10人削減されましたが、本庁への振替は５人にとどまり、季節予報は全国11の地方予報中枢を４人のブロック担当が分担することとなりました。気候特性の異なる複数の地方の季節予報、天候情報、気候解説などを１人で担うことは負担が大きく、交代要員の手当もままならない状況が続いています。
[bookmark: _GoBack]2023年度は、気候情報課の定員削減に伴い季節予報を補佐・担当する職員が1名減となりました。また、地球温暖化が進み国際的に益々大きく取り沙汰されている状況のなか、多発する異常気象の監視・解析を担う職員も気候情報課から1名削減されました。季節予報の担当者も当然ながら、気候変動や異常気象の要因等を解説することが、地方官署や記者を含め多方面から求められており、これら人員の削減によるしわ寄せから業務の負担が増大しています。この他にも季節予報の担当者は、数値予報モデルを利用するための各種アプリケーション開発、気候リスク管理技術や気候変動に関する知識普及のための地方支援も行っており、業務量は増加の一途をたどっています。また、季節予報等のルーチンプロダクトの発表にあたっては、作業の効率化を図っているものの、人員減に伴うチェック体制の維持に腐心しており、プロダクトの品質低下が懸念されるところです。
顕著な気温の偏りなど、半年程度前の段階での予測・予報に対する社会的な要求も益々大きなものとなっており、更なる業務量の増加が見込まれます。質の高い予報の発表や、これら国民からの要望に応えるため、迅速かつ適切な数の人員増が求められています。

（５）増員要求について
関東甲信地方の集約化に際し、予報部（当時）として15人（中枢当番（解析担当）１シート×５、補助当番２シート×５）を増員要求しましたが、実際は10人の増員にとどまり、中枢当番（解析担当）１シート、補助当番１シートと十分な体制ではありません。当番者の懸命な努力により、致命的な問題を回避していますが、顕著現象時の作業で一方の地方気象台の対応が遅れる、応援体制で職員の負担が増大という点が特に大きな問題となっています。二府県担当は、決められたプロダクトをミスなく発信するため、多大な労力を強いられています。出水期は、応援による長時間の超過勤務や連続勤務が常態化しており、長期化すれば体調不良者続出で現業体制の維持すら危ぶまれます。特に異動期や夏季休暇期間では官執者が定常的に現業にはいり、現業維持ですら綱渡りの状態が続いています。ここ数年は新型コロナ感染症の影響もあり、いつ現業業務の維持に支障が出てもおかしくなりません。どのような状況であれ、応援当番を十分に配置できるだけの余裕をもった体制が必須と考えます。
予報作業集約化の実態は体制強化や防災情報の改善ではなく、とどまらない定員削減と表裏一体の関係にしか見えません。担当業務の整理もなされないまま集約により業務密度が増える状況では、職員の負担は増す一方です。集約後の人員と業務量が全く見合っていないことや、集約化が本当に防災気象情報の改善につながっているのかなど、今後分析・検討を行い、十分な体制の確保と業務の見直しを要求していきます。
重要です。
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